






株式会社  静 岡 銀 行

四半期連結株主資本等変動計算書

当四半期（自　平成18年４月１日　至　平成18年６月30日）
（金額単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日残高 90,845          54,898          413,951         △ 9,417        550,278         

当四半期中の変動額

剰余金の配当 △ 4,072        △ 4,072        

役員賞与 △ 52            △ 52            

四半期純利益 12,177          12,177          

自己株式の取得 △ 32            △ 32            

自己株式の処分 4                  10                15                

当四半期中の変動額合計 － 4                  8,052            △ 21            8,035            

平成18年6月30日残高 90,845          54,903          422,003         △ 9,439        558,313         

評価・換算差額等   

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

少数株主持分 純資産合計

平成18年3月31日残高 175,996         － △ 589          175,407         13,344          739,029         

当四半期中の変動額

剰余金の配当 △ 4,072        

役員賞与 △ 52            

四半期純利益 12,177          

自己株式の取得 △ 32            

自己株式の処分 15                

株主資本以外の項目の
当四半期中の変動額(純額)

△ 23,459      523               113               △ 22,822      271               △ 22,550      

当四半期中の変動額合計 △ 23,459      523               113               △ 22,822      271               △ 14,515      

平成18年6月30日残高 152,537         523               △ 476          152,585         13,615          724,514         

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 四半期財務・業績の概況の作成のための基本となる事項

表示方法の変更

当行は、中間（連結）財務諸表等の作成基準をベースとしつつ、以下のとおり投資家等の利害関係者の判断を大きく誤
らせない範囲で一定の簡便な手続きを採用しております。なお、四半期財務・業績の概況に関する計数は、監査法人によ
る監査を受けておりません。

〔簡便な手続の内容〕
１．貸倒引当金の計上基準

平成18年６月末の債務者格付に基づく対象債権残高に対し、直前連結会計年度において適用した貸倒実績率等に基づき

２．税金費用の算出
税金費用は、簡便的に法定実効税率をベースとした年間予測税率により計算しており、法人税等調整額は「法人税、住

計上しております。

民税及び事業税」に含めて表示しております。

１．「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号平成17年12月９日）および「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成17年12月９日）が会社法施行日以

後終了する中間連結会計期間から適用されることになったことに伴い、当四半期から同会計基準および適用指針を適用

し、「資本の部」は「純資産の部」として表示しております。

２．「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様式が「無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣府令」（平成

18年４月28日付内閣府令第60号）により改正され、平成18年４月１日以後開始する事業年度から適用されることとなった

ことに伴い、当四半期から以下のとおり表示を変更しております。

(1)「動産不動産」は「有形固定資産」、「無形固定資産」または「その他資産」に区分して表示しております。

(2)「その他資産」に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資産」に含めて表示しております。

(3)「動産不動産」「その他資産」に含めて表示していたリース資産は、「有形固定資産」または「無形固定資産」に含

　　めて表示しております。

－ 4 －
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 平成 18 年度第 1 四半期 決算説明資料 
 

当行の平成 18 年度第１四半期の概要について、下記のとおりお知らせします。 

 （注） １．以下に記載する数値は監査法人による監査を受けておりません。 

 ２．記載金額、比率は単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

１．平成１ 8 年度第１四半期 損益概況 【単体】 

 

 

 

  

 

 （単位：億円） 

 
平成 18 年度

第１四半期 

（A） 

平成 17 年度

第１四半期 

（B） 

前年同期比 

（A）－（B） 

 （参考） 

平成 17 年度

中間期 

経常収益  【910】 ５０６ ３８８ １１７  ８１８

業務粗利益 ３４５ ３０５ ４０  ６２７

 資金利益 ３０３ ２６２ ４０  ５２８

 役務取引等利益 ４２ ４０ ２  ８７

 特定取引利益 ５ ４ ０  １２

 
その他業務利益 

（うち国債等債券関係損益） 

△５

  （△８）

△１

  （△１）

△4 

  （△７）
 

△０

  （△２）

一般貸倒引当金繰入額① （△） ２ △０ ２  ４５

経費 （△） １８９ １８８ １  ３６ 9

業務純益  １５３ １１７ ３５  ２１３

基礎的業務純益  １６４ １１８ ４６  ２６１

臨時損益 ３９ △３ ４２  △１６

 うち退職給付制度の改定に伴う収益 ５１ － ５１  －

 うち不良債権処理額② （△） １８ ２ １５  ３０

 うち株式等関係損益 ３ △２ ５  ３

経常利益  【300】 １９３ １１４ ７８  １９６

特別損益 △０ △０ ０  △１

税引前四半期（中間）純利益 １９２ １１４ ７８  １９５

税金費用 （△） ７３ ４３ ２９  ７３

四半期（中間）純利益  【150】 １１９ ７０ ４９  １２１

 

与信費用①+②  （△） ２０ １ １８  ７５

(注) １．基礎的業務純益 ＝ 業務純益 ＋ 一般貸倒引当金繰入額 － 国債等債券関係損益 

２． 税金費用には、｢法人税、住民税及び事業税｣｢法人税等調整額｣の合計額を記載しております。 

３． 【 】は平成 18 年５月 19 日に発表した平成 18 年度中間期予想 

平成 18 年度第 1 四半期の業務純益は 153 億円、経常利益は 193 億円、四半期純利益は 119 億円

となりました。 

平成 18 年度第 1 四半期の損益は概ね業績予想のとおり順調に推移しております。 
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２．「金融再生法ベースのカテゴリーによる開示」 【連結】 

 

 

 

                                      （単位：億円） （参考） 

 平成 18 年 6 月末  平成 18 年３月末  増減 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ４９６  ４７０  ２６ 

危険債権 １，３９２  １，４９４  △ 1 ０ 1 

要管理債権 ２９８  ２８５  １２ 

合計 ２，１８７  ２，２５０  △ ６ ３  

 

総与信に占める割合（％） ３．９１  ４．１０  △ ０ ． １ ９  

（注）平成 18 年 6 月末の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第４条に規定する各債権のカ

テゴリーにより分類し、以下の方法により算出しております。 

１．平成 18 年 6 月末の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」および「危険債権」の金額は、同年 3 月末時点における債務

者区分（※）をベースとし、同年 3 月末から 6 月末までの倒産、不渡り、延滞等の客観的な事実のほか、当行の定める債務

者格付・自己査定基準に基づき債務者区分の見直しを行い、6 月末残高にて開示しております。 

なお、当行は「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」の金額のうち、無価値と認められる部分の直接償却（部分直接償却）

は実施しておりません。 

２．平成 18 年 6 月末の「要管理債権」の金額は、同様に同年 3 月末時点における「要管理債権」をベースとし、同年 3 月末か

ら6 月末までに新たに「要管理債権」となった貸出債権、および回収状況ならびに債務者区分の変更を勘案し、6 月末残高に

て開示しております。 

（※）債務者区分との関係 

・破産更生債権及びこれらに準ずる債権（実質破綻先、破綻先の債権） 

・危険債権（破綻懸念先の債権） 

・要管理債権（要注意先債権のうち、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞しているか、または貸出

条件を緩和している貸出債権） 

 

３．自己資本比率 （国際統一基準）【連結】 

 

 

  （参考） 

 平成 18 年 9 月末（予想値）  平成 18 年３月末 

連 結 自 己 資 本 比 率  13.2％程度  13.64％ 

連 結 Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅰ 比 率  10.6％程度  10.69％ 

（注）上記予想値は、経営環境に関する前提条件の変化等に伴い変動することがあります。 

 

４．時価のある有価証券の評価差額 【連結】 

 

 

 

          （単位：億円） （参考） 

 平成 18 年 6 月末 平成 18 年 3 月末 

 時価  評価差額 時価  評価差額 

   うち益 うち損   うち益 うち損

その他有価証券 22,246 2,523 2,769 246 23,363 2,916 3,102 185

 株 式 4,100 2,699 2,702 2 4,354 2,964 2,966 2

 債 券 12,758 △ 148 1 150 13,307 △ 121 9 131

 その他 5,387 △ 27 65 92 5,701 74 125 51

平成 18 年 9 月末の連結自己資本比率は 13.2％程度を予想しております。 

時価のある有価証券の評価差額は、平成 18 年３月末比 393 億円減少し、2,523 億円の評価

益となりました。 

金融再生法ベースの開示債権は、平成 18 年 3 月末比 63 億円減少し、2,187 億円、総与信に

占める割合も 0.19％低下し、3.91％となりました。 
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（参考） 

 平成 18 年 6 月末  平成 18 年 3 月末 

日経平均株価（終値） 15,505.18 円   17,059.66 円  

（注） １．「評価差額」および「含み損益」は、期末時点の取得原価（償却原価法適用後、減損処理後）と時価との差額

を計上しております。 

２．満期保有目的の債券に係る含み損益は以下のとおりであります。 

               （単位：億円） （参考）  

 平成 18 年 6 月末 平成 18 年 3 月末 

 帳 簿  含み損益 帳 簿 含み損益 

 価 額  うち益 う ち 損 価 額  うち益 うち損

満期保有目的の債券 93 △0 0 0 88 0 0 0

 

５．デリバティブ取引 【連結】 

（１）金利関連取引 
                    （単位：億円）  （参考）  

区 平成 18 年 6 月末 平成 18 年 3 月末 

分 
 種   類 

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 

取 

引 

所 

金利先物 

金利オプション 

12 

－  

0

－

0

－

－

－

－  

－  

－

－

店 

頭 

金利スワップ 

その他 

9,250 

1,249 

3

△ 1

3

△ 1

8,617

1,325

10 

△ 1 

10

△ 1

合  計  2  9

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

（２）通貨関連取引 
                               （単位：億円） （参考）  

平成 18 年 6 月末 平成 18 年 3 月末 区 

分 
種   類 

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 

取 

引 

所 

通貨先物 

通貨オプション 

－ 

－ 

－

－

－

－

－

－

－ 

－ 

－

－

店 

頭 

通貨スワップ 

為替予約 

通貨オプション 

その他 

5,201 

428 

2,419 

45 

17

△ 0

0

0

17

△ 0

0

0

4,545

204

2,213

27

16 

△ 0 

－  

0 

16

△ 0

－

0

合  計  18  16

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

（３）株式関連取引 

  該当ありません。 

（４）債券関連取引 

 該当ありません。 

（５）商品関連取引 

  該当ありません。 

（６）クレジットデリバティブ取引 

  該当ありません。 
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６． 貸出金の状況 【単体】 

 

 

                                                                              

                                                     （単位：億円） （参考） 

 平成 18 年 6 月末 平成 17 年 6 月末 増減  平成 18年 3 月末

総貸出金 54,452 51,275 3,177  53,408

 中小企業等向け貸出金 40,148 37,126 3,021  39,852

  うち消費者ローン 16,430 14,990 1,439  16,176

静岡県内貸出金 36,672 34,830 1,842  36,231

 県内中小企業等向け貸出金 32,451 30,606 1,845  32,278

  うち県内消費者ローン 13,808 12,677 1,131  13,636

 

７．預金等の状況 【単体】 

 

 

                                                         （単位：億円）  （参考） 

 平成 18 年 6 月末 平成 17 年 6 月末 増減  平成 18 年 3 月末

総預金 67,329 66,900 428  67,590

 国内店（オフショア除き） 65,405 64,861 543  64,669

  うち個人預金 48,698 47,993 704  47,776

  うち法人預金 15,031 14,584 446  14,598

静岡県内預金 58,182 57,384 797  57,525

   

譲渡性預金 1,855 1,777 77  1,961

 

８． 個人預り資産 【銀行＋静銀ティーエム証券】 

 

 
 

                                                        （単位：億円） （参考） 

 平成 18 年 6 月末 平成 17 年 6 月末 増減  平成 18年 3 月末

個人預り資産末残 59,069 57,211 1,858  58,249

 資産運用商品（注１） 10,695 9,680 1,014  10,805

  公共債（国債） 4,953 5,758 △805  5,400

  個人年金保険商品 3,052 1,849 1,203  2,746

  外貨預金 325 473 △148  337

  投資信託 226 252 △25  252

  静銀ティーエム証券（注２） 2,138 1,346 791  2,068

 円貨預金等（注３） 48,374 47,530 843  47,443

（注）１．個人預り資産のうち円貨預金等を除く商品 

２．静銀ティーエム証券の個人預り資産残高 

３．円貨預金＋譲渡性預金 

 

以   上 

総貸出金残高は、中小企業等向け貸出金の増加を主因に平成 17 年 6 月末比 3,177 億円増加し、

54,452 億円となりました。 

総預金残高は、平成 17 年 6 月末比 428 億円増加し、67,329 億円となりました。 

個人預り資産残高（静銀ティーエム証券含む）は、平成 17 年６月末比 1,858 億円増加し、

59,069 億円となりました。 




